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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 

第一部 【企業情報】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

売上高 (千円) 2,961,179 5,275,165 11,444,285 21,830,109 33,962,742

経常利益 (千円) 229,002 467,076 1,447,992 3,501,551 5,153,363

当期純利益 (千円) 119,034 215,200 674,757 2,049,588 2,905,890

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 478,500 478,500 2,937,350 2,949,350 2,949,350

発行済株式総数 (株) 6,920 6,920 23,946 722,700 722,700

純資産額 (千円) 1,078,379 1,293,579 6,886,037 8,959,626 11,865,516

総資産額 (千円) 1,963,634 5,254,526 14,250,816 17,185,764 19,212,598

１株当たり純資産額 (円) 155,835.19 186,933.51 287,565.25 12,397.44 16,418.32

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

500

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 23,255.99 31,098.31 31,634.21 2,839.56 4,020.88

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 22,973.34 30,616.07 30,920.98 2,802.82 3,973.26

自己資本比率 (％) 54.9 24.6 48.3 52.1 61.8

自己資本利益率 (％) 13.8 18.1 16.5 25.9 27.9

株価収益率 (倍) 50.7 33.8 66.7 42.3 46.0

配当性向 (％) ― ― ― ― 12.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 247,022 794,169 2,155,267 4,737,243 4,277,841

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △409,786 △3,521,113 △4,453,709 △4,907,022 △3,427,322

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 632,045 2,453,740 7,163,785 △1,733,973 △1,795,066

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,093,322 820,118 5,685,461 3,781,709 2,837,161

従業員数 (名) 78 136 342 535 797



(注) １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第７期までは関連会社が存在しないため、記載しておりませ

ん。第８期は重要性の乏しい関連会社であるため記載をしておりません。 

４ 平成13年7月16日開催の取締役会決議により、平成13年8月15日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式

数を、平成13年8月15日付をもって１株を２株に分割いたしました。これにより株式数は2,960株増加してお

ります。 

５ 平成13年12月12日をもって、1,000株の有償一般募集増資を行っております。 

６ 平成16年1月28日をもって、3,000株の有償一般募集増資を行っております。 

７ 平成15年12月8日開催の取締役会決議により、平成15年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式数を、平成16年2月20日付をもって１株を３株に分割いたしました。これに

より株式数は13,898株増加しております。 

８ 第５期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計

基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年9月

25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

９ 平成16年4月12日開催の取締役会決議により、平成16年4月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主の所有株式数を、平成16年6月18日付をもって１株を３株に分割いたしました。これによ

り株式数は48,012株増加しております。 

10 平成16年9月10日開催の取締役会決議により、平成16年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主の所有株式数を、平成16年11月19日付をもって１株を10株に分割いたしました。これによ

り株式数は650,187株増加しております。 

  



２ 【沿革】 

平成10年10月  挙式・披露宴に関する企画、立案、演出等のサービス提供を目的として、株式会社テ
イクアンドギヴ・ニーズを設立 
ハウスウェディング事業を開始 

平成10年10月  レストラン「アンティコ ブッテロ」にて営業を開始 

平成11年５月  レストラン「寺子屋」にて営業を開始 

平成11年12月  東京都港区南青山六丁目に本店移転 

平成13年６月  東京都渋谷区にて直営店「アーククラブ松濤」の営業を開始(直営店型ハウスウェデ
ィング事業の展開を開始) 

平成13年８月  東京都目黒区にて直営店「アーカンジェル代官山」の営業を開始 

平成13年12月  ナスダック・ジャパン市場(現ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場)
へ上場 

平成14年６月  東京都港区にて直営店「麻布迎賓館」の営業を開始 

平成14年９月  千葉県柏市にて直営店「アーセンティア迎賓館」の営業を開始 

平成14年12月  東京都港区にて直営店「アーフェリーク白金」の営業を開始 

平成15年２月  栃木県宇都宮市にて直営店「アーカンジェル迎賓館」(宇都宮)の営業を開始 

平成15年３月  福岡県福岡市南区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」(福岡)の営業を開始 

        直営店「アーククラブ松濤」契約期間満了により店舗閉鎖 

平成15年４月  愛知県名古屋市東区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」(名古屋)の営業を開始 

平成15年６月  宮城県仙台市青葉区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」(仙台)の営業を開始 

平成15年８月  福岡県福岡市博多区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」(福岡)の営業を開始 

平成15年10月  熊本県熊本市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」(熊本)の営業を開始 

平成15年11月  宮城県黒川郡富谷町にて直営店「アーセンティア迎賓館」(仙台)の営業を開始 

平成15年12月  群馬県高崎市及び大阪府大阪市西区にて直営店「アーセンティア迎賓館」(高崎)及び
「アーセンティア迎賓館」(大阪)の営業を開始 

平成16年１月  茨城県水戸市にて直営店「アーククラブ迎賓館」(水戸)の営業を開始 

平成16年２月  広島県広島市西区にて直営店「アーククラブ迎賓館」(広島)の営業を開始 

平成16年２月  東京証券取引所市場第二部に株式上場 

平成16年３月  新潟県新潟市にて直営店「アーククラブ迎賓館」(新潟)の営業を開始 

平成16年４月  福島県郡山市にて直営店「アーククラブ迎賓館」(郡山)の営業を開始 

平成16年５月  兵庫県姫路市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」(姫路)の営業を開始 

平成16年６月  愛知県名古屋市昭和区にて直営店「アーヴェリール迎賓館」(名古屋)の営業を開始 

平成16年７月  富山県富山市及び石川県金沢市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」(富山)及び「ア
ーククラブ迎賓館」(金沢)の営業を開始 

平成16年９月  埼玉県さいたま市浦和区及び神奈川県横浜市中区にて直営店「アーヴェリール迎賓
館」(大宮)及び「山手迎賓館」(横浜)の営業を開始 

平成16年10月  神奈川県横浜市西区にて直営店「ベイサイド迎賓館」(横浜)の営業を開始 

平成16年11月  東京都八王子市にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」(八王子)の営業を開始 

平成16年12月  静岡県浜松市にて直営店「アーセンティア迎賓館」(浜松)の営業を開始 

平成17年１月  岡山県岡山市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」(岡山)の営業を開始 

平成17年２月  兵庫県神戸市中央区にて直営店「ベイサイド迎賓館」(神戸)の営業を開始 

平成17年３月  兵庫県神戸市中央区にて直営店「山手迎賓館」(神戸)の営業を開始 

平成17年４月  大阪府大阪市中央区にて直営店「アーセンティア大使館」（大阪）の営業を開始 

平成17年５月  鹿児島県鹿児島市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（鹿児島）の営業を開始 

平成17年６月  京都府京都市左京区にて直営店「北山迎賓館」（京都）の営業を開始 

平成17年７月  大阪府大阪市西区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（大阪）の営業を開始 

        株式会社総合生活（子会社）及び株式会社ライフエンジェル（子会社）を設立 

        株式会社テイクアンドギヴ・アーツ（子会社）株式を取得 

平成17年８月  埼玉県さいたま市大宮区にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（大宮）の営業を開始



平成17年９月  岐阜県岐阜市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（岐阜）の営業を開始 

平成17年10月  大阪府高石市にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（大阪）の営業を開始 

平成17年11月  東京都渋谷区及び広島県福山市にて直営店「SHOTO GALLERY」及び「アーククラブ迎

賓館」（福山）の営業を開始 

平成17年12月  福岡県北九州市小倉北区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（小倉）の営業を開始

平成18年１月  千葉県千葉市中央区にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（千葉）の営業を開始 

平成18年２月  長崎県長崎市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（長崎）の営業を開始 

        株式会社アニバーサリートラベル（子会社）を設立 

平成18年３月  東京証券取引所市場第一部に指定替え 

        長野県長野市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（長野）の営業を開始 

        株式会社Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ（子会社）を設立 

  



３ 【事業の内容】 

当社は、国内において直営の挙式披露宴会場の出店もしくはレストランとの提携により、挙式及び披露

宴に関わるサービス提供を行っております。当社が提案する挙式披露宴は、顧客が挙式披露宴会場をすべ

て貸切で使用し、内容は演出等にいたるまですべてを当社のウェディングプランナーとカスタムメイドで

創出する新しいスタイルです。この顧客のオリジナリティを重視したウェディングスタイルは「ハウスウ

ェディング」と呼ばれており、現在の婚礼適齢期世代から多くの支持を得ております。 

当社の事業概要図を下記に示します。当社のハウスウェディング事業は、レストランとの提携によりハ

ウスウェディングサービスを提供するレストラン提携型ハウスウェディング、直営によりハウスウェディ

ングを提供する直営店型ハウスウェディングがあります。 

  
 

  

(1) レストラン提携型ハウスウェディング事業 

当社は創業当初、挙式披露宴サービスのノウハウの蓄積を優先し、まずは東京都内の一軒家タイプの

レストランを中心に提携を行い、ハウスウェディングサービスを提供してまいりました。 

提携にあたっては、原則として一軒家タイプで挙式・披露宴の演出を行うのに適し、当社のコンセプ

トに合致した雰囲気をもつレストランに限定し、提携方法としては、挙式披露宴受注に関する広告宣伝

費、人件費を原則として当社が負担することにより、レストラン側の負担を軽減することとしました。

このような提携方法を提示することにより、平成18年3月末現在13店舗のレストランと提携しておりま

す。 

  

(2) 直営店型ハウスウェディング事業 

当社は、レストラン提携型ハウスウェディング事業で蓄積したノウハウを活かし、平成13年6月よ

り、創業以来の目的であった直営店によるハウスウェディング事業を開始しております。当社の直営店

には、欧米の豪華な邸宅をイメージした外観を持たせ、会場内には挙式場（チャペル）や披露宴会場

（バンケット）、控え室等挙式披露宴に必要なすべての施設を備えています。現在は、日本全国に直営

店を出店することにより、直営店型ハウスウェディング事業を拡大しており、当社のハウスウェディン

グサービスの中心となっております。平成18年3月末現在42店舗の直営店を運営しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

  平成18年3月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与には、賞与その他を含んでおります。 

３ 従業員数が平成17年3月31日時点に比べ262名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う定期及び期中採

用にによるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(ヶ月) 平均年間給与(千円)

797 28.3 16.8 4,267



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度（平成18年3月期）におけるわが国の経済は、企業における収益改善に先導され、設備投

資も増加に転じるなど、一部持ち直しの動きがみられました。 

 ブライダル産業においては、第二次ベビーブーム世代が婚礼適齢期を迎え、引き続き活性化しており

ます。一方で、個性を重視した形式にとらわれない、アットホームなパーティー形式の婚礼スタイルへ

のニーズがいっそう強まり、当社が提供する「ハウスウェディング」への認知も全国的に進みました。

 このような状況のもとで当社は、顧客ニーズに応えられる婚礼スタイルとして、邸宅風の施設を完全

貸切で使用していただき、「わが家にお客様を招待するような」アットホームな婚礼パーティーを実現

するハウスウェディングを多くのお客様に提供すべく努力を続けてまいりました。 

 当事業年度におきましては、直営店を計画どおりに13店舗オープンしたこと、直営店、提携レストラ

ンともに受注が好調なことなどが寄与し、業績は好調に推移いたしました。また全社的に売上高が向上

し売上総利益が大幅に増加したことで、新規出店に伴う開業前準備費用や管理部門の増加コストを吸収

いたしました。その結果、当期の売上高は339億62百万円（前年同期比55.6％増）、営業利益は49億81

百万円（前年同期比44.2％増）、経常利益は51億53百万円（前年同期比47.2％増）となりました。 

 また、全社的に情報管理体制を強化するためパソコンの入替えを実施したことによるリース解約費

用、提携レストラン店舗閉鎖に伴う関連費用が特別損失として94百万円発生したため、当期純利益は29

億5百万円（前年同期比41.8％増）となりました。なお、表記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門別の業績について 

（レストラン提携型ハウスウェディング事業） 

レストラン提携型ハウスウェディング事業部門におきましては、前期に引き続き顧客満足度の向上に徹

したサービスの提供をしてまいりましたが、提携レストランのクイーンアリス迎賓館が平成17年4月をも

って営業終了となったこと等により売上高は微減となりました。 

 この結果、当事業部門の売上高は、25億32百万円（前年同期比5.0％減）となりました。 

（直営店型ハウスウェディング事業） 

直営店型ハウスウェディング事業部門におきましては日本全国に13店舗の新規出店を行ったこと及び既

存店29店舗の業績も順調に推移し、売上高は大幅に増加しました。 

 この結果、当事業部門の売上高は、304億33百万円（前年同期比69.4％増）となりました。 

（その他） 

その他一般企業向け宴会等の婚礼以外の売上高は、9億96百万円（前年同期比16.6％減）となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における当社の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、主に直営店の増加に伴う直

営店型ハウスウェディング事業の売上増等による税引前当期純利益50億59百万円（前年同期比44.6％

増）の収入があったものの、直営店型ハウスウェディング事業の店舗展開における直営店の出店に伴う

敷金保証金の差入れと金融機関に対する借入金の定期返済及び普通社債の定期償還による支出により、

前期と比較して9億44百万円減少し、当期末には28億37百万円（前年同期比25.0％減）となりました。 

 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は42億77百万円（前年同期比9.7％減）となりました。これは主に直

営店型ハウスウェディングの売上増により税引前当期純利益が増加し、またこれに伴う法人税等の支

払額が増加したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は34億27百万円（前年同期比30.2％減）となりました。これは主に当

期及び来期の新規出店による店舗等の差入敷金保証金等と既存店の増改築によるものであります。な

お前期より減少しました理由につきましては不動産流動化スキームの導入があげられます。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は17億95百万円（前年同期比3.5％増）となりました。これは主

に、金融機関からの借入金の定期返済及び普通社債の定期償還によるものであります。 

  



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他は一般宴会等に係るものであります。 

  

(2) 受注実績 

当事業年度の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) その他は一般宴会等に係るものであります。 

  

(3) 販売実績 

当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他は一般宴会等に係るものであります。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

レストラン提携型ハウスウェディング 415,061 88.2

直営店型ハウスウェディング 7,830,062 173.3

その他 89,724 129.5

合計 8,334,848 164.8

区分
受注組数
(組数)

前年同期比(％)
受注組残高
(組数)

前年同期比(％)

レストラン提携型ハウスウェディング 1,100 106.9 459 104.6

直営店型ハウスウェディング 8,538 133.0 4,610 116.5

その他 132 109.1 1 50.0

合計 9,770 129.1 5,070 115.3

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

レストラン提携型ハウスウェディング 2,532,803 95.0

直営店型ハウスウェディング 30,433,354 169.4

その他 996,584 83.4

合計 33,962,742 155.6



３ 【対処すべき課題】 

近年、当社が推奨し続けてきたハウスウェディングが、お客様をはじめ、世間一般に認知されることと

なり、それに伴って従来のホテルや専門式場ならびに新規企業の参入が進み、ブライダル業界全体が活性

化しております。少子化の影響が表れ始める数年後以降、競争はますます激化することが予想されます。

 このような状況下において、当社がハウスウェディングのパイオニアとしてハウスウェディング市場を

確立し、挙式披露宴市場内で確固たる地位を築くために当社は下記の事項を主な課題として認識してお

り、収益計画の達成に全力を尽くしてまいります。 

  

① お客様に支持される商品づくり  

当社は、「映画のワンシーンのような」ウェディングスタイルの実現を商品コンセプトとし、建物・

内装をはじめ、贅沢な雰囲気を演出することが可能な店舗づくりを実現しております。さらに、当社は

１組のお客様に対し、専属のウェディングプランナーが担当することで、お客様とより密なコミュニケ

ーションが可能となり、満足度の高いサービスを提供することを可能としております。 今後は、競合

他社による類似サービスの展開が考えられるため、当社はさらにお客様にとって魅力的な商品作りに注

力してまいります。具体的には、お客様とウェディングプランナーが一緒に考えていく「サプライ

ズ」、有名人がお客様のためだけにメッセージを贈る「芸能人からのメッセージビデオ」等、当社なら

ではのサービスを強化し、より挙式披露宴を魅力的なものとしていく方針です。 

  

② 人材の教育  

当社の従業員数は、今後直営店の出店に伴い増加していく予定です。当社のサービスの質を保ちなが

ら展開を行っていくためには、従業員への教育の徹底が最も重要な課題の一つとなります。当社は、

「顧客へのサービス力」「収益意識」の両面からウェディングプランナーや支配人へ継続的な研修を実

施しておりますが、今後もさらに教育体制を強化していく方針です。 

  

③ 管理体制の強化 

当社は現在日本全国へハウスウェディングスタイルを普及させるため、年間13店舗以上の出店を行っ

ておりますが、サービスの質を保ちながら出店を行うためには、店舗管理の徹底、各従業員に対するコ

ンプライアンス意識の強化等、管理体制を強化することが重要であると考えております。 直営店のス

ピーディーな出店及び収益計画の達成を可能とするために、営業統括本部、人事部、店舗開発部、管理

部、経理部を強化し、組織的な体制を確立してまいりました。今後もより機動力があり、柔軟な組織体

制により、出店を行ってまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項

は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 事業環境について 

① 少子化の影響について 

挙式・披露宴を行う顧客に対してサービスを提供する市場（以下、「ブライダル市場」という。）

は、近年第二次ベビーブーム世代（昭和47年～昭和49年生）が顧客対象となっており拡大傾向にあり

ますが、それ以降の世代については、下表のとおり少子化が進むことから、将来的にブライダル市場

そのものが縮小していく可能性があり、その場合には、当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

年齢別総人口（単位：万人） (平成18年4月1日現在 概算値) 

 
<参照：総務省統計局 年齢(5歳階級),男女別推計人口> 

  

② 競合及び新規参入の可能性について 

当社が行っているハウスウェディング事業は、比較的参入障壁も低いため同業や他業種からの参入が

増加しております。当社は、店舗デザインをはじめ、人材の育成、サービス内容の充実及びブランドの

確立に注力し、他社との差別化を図っておりますが、今後新たに競合企業、特に当社よりも資金力があ

り、さらに、顧客へ強力にアピールできるブランドを有する企業がハウスウェディング事業に参入した

場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

③ 法的規制について 

当社は、直営店において挙式・披露宴時に料飲商品を提供しているため食品衛生管理法の規制対象と

なり、管轄保健所から営業許可を取得しております。当社では、普段から食品衛生管理の遵守を心がけ

ておりますが、直営店において食中毒等が発生した場合には、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消

し、営業の禁止等を命じられることがあります。また、そのような事態が発生した場合は当社の社会的

信用の低下を招き、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、平成17年4月より個人情報の保護に関する法律が全面施行され、当社も適用を受けておりま

す。当社では個人情報の管理体制を強化し、細心の注意を払っておりますが、個人情報が外部に漏洩し

た場合、当社の社会的信用の低下、損害賠償請求の発生等により当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。 

  

(2) 業務面等に関するリスク 

① 出店政策について 

当社は現在、当社が提唱するハウスウェディングスタイルを日本全国へ拡充するため、原則として商

圏人口が30万人以上、年間婚姻組数2,000組以上の都市へ年間13店舗以上の直営店出店を行っておりま

す。当社は出店先の選定につきましては、店舗の収益性を最も重視しており、差入保証金や家賃等の出

店条件、商圏人口、競合店舗の有無等を十分に考慮した上で、一定条件を満たした場合に出店すること

年 齢 45～49 40～44 35～39 30～34 25～29 20～24 15～19 10～14 5～9 0～4

総人口 
男女計

771 809 896 977 836 751 647 599 589 559



としております。 

 このため、当社の出店条件に合致する物件がなければ、出店予定数を変更することもあり、当社の業

績に影響を与える可能性があります。 

  

② 人材の確保・育成について 

当社は、今後の事業展開においては、人材の確保・育成が最も重要な課題の一つであると考えており

ます。そのために当社は新卒・中途採用活動を積極的に行い、また、成果が適切に還元される給与制度

を確立する等、人材確保のための体制作りに注力していく方針であります。また、当社は「顧客へのサ

ービス力」、「収益意識」の両面からウェディングプランナーや支配人へ継続的な研修を実施しており

ます。このように、当社は人材の確保・育成について注力しておりますが、今後の事業展開において、

必要な人材が計画どおりに確保・育成できない場合には、当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

③ 食材及び安全衛生管理について 

食材につきましては、狂牛病や鳥インフルエンザ、残留農薬等に代表されるように、最近は食材の安

全性に関わる問題が発生しており、良質な食材を安定的に確保することが当社にとって必要事項となっ

ております。また近年、ノロウィルス等、ウィルスが原因の食中毒の発生も増加傾向にあります。当社

は、従来以上に安全性を重視し、食材の安定的な確保及び徹底した安全衛生管理に努めてまいります

が、当社の食材等の安全性が疑われる問題が発生した場合等には、当社の業績に影響を与える可能性が

あります。 

  

(2) 財務面等に関するリスク 

① 不動産流動化スキームの活用について 

当社は今後、新規出店にあたり、不動産流動化スキームを活用することで設備投資負担を軽減させて

いく方針ですが、経済情勢の変化等により不動産流動化スキームを活用できなかった場合、当社が自社

で資金調達を行う必要があります。また、計画どおりに資金調達ができなかった場合、当社の出店計画

に影響を及ぼし業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 敷金保証金について 

当社が現在出店している直営店は大半がデベロッパー等からの賃借であり、出店時には敷金保証金を

差し入れております。平成18年3月期末時点における敷金保証金は39億22百万円となっており、総資産

の20.4％を占めております。当社は、新規に出店する際の与信管理を徹底させるとともに、特定のデベ

ロッパーに対し出店が集中しないように取り組んでおりますが、賃借先の倒産等の事由により、敷金保

証金の全部または一部が回収できなくなった場合は、当社の財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 店舗不動産の流動化について 

当社は、店舗不動産の流動化のため、平成16年3月30日に直営店2店舗の土地及び建物に設定した不動

産信託に基づく当該信託受益権を特別目的会社（以下「SPC」という）へ譲渡し、当該2店舗について

は、賃貸借契約により引き続き使用するとともに、不動産の管理・運用についての業務を受託しており

ます。 

なお、SPCは複数の金融機関からの借入金及び匿名組合契約に基づく出資により譲受資金を調達して

おり、当社はSPCに譲渡価格のおおむね5％の範囲内に相当する出資（配当金及び出資の返還請求権に停

止条件付）を行っておりますが、役員等の派遣はなく、また追加の出資義務は負っておりません。 

  

 
  

(2) 直営店の出店に係る定期建物賃貸借契約について 

当社は、新規直営店に係る設備投資負担の軽減化のため、リース事業会社と直営店12店舗に係る定期

建物賃貸借契約を締結いたしました。 

また、下記の賃貸借契約は、契約期間中一定の事由が発生し中途解約となる場合には、当社は同社に

対して同契約以上の条件にて契約締結が可能な後継賃借人を斡旋するもしくは、その時点における残賃

借期間に相当する賃借料全額を解約違約金として支払う義務を負っております。 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

店舗名及び所在地
賃貸借契約等の相手先
（不動産信託受託者）

契約の内容 契約期間

アーカンジェル迎賓館 
（愛知県名古屋市東区）

みずほ信託銀行株式会社
店舗建物の賃借及び店舗
不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日 
～平成31年3月31日

アーフェリーク迎賓館 
（福岡県福岡市博多区）

株式会社りそな銀行
店舗建物の賃借及び店舗
不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日 
～平成31年3月31日

店舗名及び所在地 賃貸借契約等の相手先 契約の内容 契約期間

アーヴェリール迎賓館 
（岡山県岡山市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年1月7日 
～平成32年1月6日

ベイサイド迎賓館 
（兵庫県神戸市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年2月1日 
～平成27年1月31日

山手迎賓館 
（兵庫県神戸市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年3月1日 
～平成27年2月28日

アーセンティア大使館 
（大阪府大阪市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年4月1日 
～平成27年3月31日

ベイサイド迎賓館 
（鹿児島県鹿児島市）

オリックス・アルファ
株式会社

店舗建物の賃借
平成17年5月1日 
～平成27年4月30日

北山迎賓館 
（京都府京都市左京区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年6月1日 
～平成27年5月31日

アーフェリーク迎賓館 
（大阪府大阪市西区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年7月7日 
～平成27年6月30日

ガーデンヒルズ迎賓館 
（埼玉県さいたま市大宮区）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年8月1日 
～平成27年7月31日

アーフェリーク迎賓館 
（岐阜県岐阜市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年9月1日 
～平成27年8月31日

ベイサイドパーク迎賓館 
（千葉県千葉市中央区）

三井住友銀リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年1月1日 
～平成27年12月31日

ベイサイド迎賓館 
（長崎県長崎市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年2月1日 
～平成33年1月31日

ガーデンヒルズ迎賓館 
（長野県長野市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年3月4日 
～平成28年3月3日



該当事項はありません。 

 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

＜資産＞ 

当事業年度末における資産合計は、192億12百万円（前事業年度末比20億26百万円増）となりまし

た。  

流動資産の合計は、36億11百万円（前事業年度末比8億62百万円減）となりました。減少の主な理由

は現金及び預金の減少によるものであります。主な要因は借入金の定期返済及び社債の定期償還と直営

店型ハウスウェディング事業部門の店舗展開に伴う設備投資等であります。 

固定資産の合計は、156億1百万円（前事業年度末比28億88百万円増）となりました。増加の主な理由

は有形固定資産と投資その他の資産の増加によるものであります。有形固定資産は直営店型ハウスウェ

ディング事業部門の店舗建物等の外壁・植栽等の補修修繕工事により、85億30百万円（前事業年度末比

6億93百万円増）となりました。また、投資その他の資産の増加は、直営店型ハウスウェディング事業

部門の店舗展開に伴い、新規店舗における敷金及び保証金等の投資、匿名組合出資金の増加、さらに婚

礼事業より派生する新規事業展開に係る子会社の設立投資等により、69億67百万円（前事業年度末比22

億14百万円増）となりました。 

  

＜負債＞ 

当事業年度末における負債合計は、73億47百万円（前事業年度末比8億79百万円減）となりました。 

流動負債は、70億10百万円（前事業年度末比4億67百万円増）、固定負債は、3億36百万円（前事業年

度末比13億46百万円減）となりました。 

また、有利子負債（１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び長期借入金の合計額）

は、借入金の定期返済及び社債の定期償還により16億80百万円（前事業年度末比17億95百万円減）とな

りました。なお、有利子負債のうち、１年以内返済予定長期借入金は前事業年度末比2億48百万円減

少、１年以内償還予定社債は前事業年度末比2億円減少、長期借入金は前事業年度末比13億46百万円減

少となっております。 

  

＜資本＞ 

当事業年度末における資本合計は、118億65百万円（前事業年度末比29億5百万円増）となりました。

その原因の主なものは、当期純利益計上に伴う当期未処分利益の増加（29億5百万円）によるものであ

ります。 

  

(2) 財務政策 

当社は、直営店の出店に係る設備投資等につきましては、平成17年1月より導入しました不動産流動

化スキームを積極的に活用して出店を行っております。この出店方法を使うことにより初期投資負担を

大幅に軽減させることが出来るため新規出店については不動産流動化スキームを軸に出店を行っていく

方針をとっております。また運転資金につきましては従来どおり自己資金によりまかなっていく方針で

あります。 

 当社は今後も財務の健全性を保ち、営業活動により生み出されるキャッシュ・フローによって、当社

の成長を維持するために将来必要な運転資金及びその他の設備投資、配当資金を調達できるものと考え

ております。 

  

(3) 経営成績 



① 売上高 

売上高は339億62百万円（前年同期比55.6％増）となりました。特に直営店の増加に伴い、直営店型

ハウスウェディング事業部門の売上高が前年同期比69.4％増の304億33百万円となったことが主な要因

であります。 

  

② 売上総利益 

 売上総利益は売上高の増加に伴い186億17百万円（前年同期比54.0％増）となりました。 

  

③ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は136億36百万円（前年同期比57.9％増）と前事業年度と比較して50億1百万円

増加いたしました。これは給与手当等の人件費、店舗に係る地代家賃及び広告宣伝費、ならびに新規店

舗に係る開業前の準備費用等、前事業年度より引き続き直営店展開による業容拡大に伴う費用の増加が

主な要因であります。 

以上の結果、営業利益は売上高の大幅な増収により49億81百万円（前年同期比44.2％増）と、前事業

年度と比較して15億27百万円増益となりました。 

  

④ 営業外損益 

営業外収益は、前事業年度の1億38百万円から65百万円増加し2億4百万円となりました。これは長期

貸付金に係る受取利息及び匿名組合出資金に係る匿名組合収益の増加によるものであります。 

営業外費用は、前事業年度の91百万円から58百万円減少し32百万円となりました。これは、有利子負

債の減少による支払利息及び社債利息の減少が主な要因であります。 

以上の結果、経常利益は51億53百万円（前年同期比47.2％増）と、前事業年度と比較して16億51百万

円増益となりました。 

  

⑤ 特別損益 

特別損失は、提携レストランの店舗閉鎖に伴う関連費用17百万円及び情報管理体制強化のため、パソ

コン機器の入替え実施によるリース解約費用77百万円を計上いたしました。 

以上の結果、当期純利益は29億5百万円（前年同期比41.8％増）と、前事業年度と比較して8億56百万

円増益となりました。 

  

 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度における設備投資の総額は25億10百万円であり、その主な内容は当期より新たに営業を開始

した直営店舗の新築・改修に係る投資額10億65百万円及び次期に開業を予定している新規店舗に係る投資

額2億87百万円であります。なお設備投資額には差入敷金保証金を含めております。 

また、当事業年度の出店におきましては、不動産流動化スキームを本格的に活用し、新規店舗に係る初

期投資負担を大幅に軽減しております。 

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成18年3月31日現在における当社の主要な設備は、次のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金 
保証金

合計

本社 
(東京都港区)

共通
統括業 
務施設

11,428 ― 55,730 ― ― 136,653 203,812 121

アーカンジェル代官山 
(東京都目黒区)

直営店型
ハウスウェ
ディング
その他

直営店 205,144 12,889 4,169 ― ― 47,718 269,921 9

麻布迎賓館 
(東京都港区)

同上 直営店 47,730 7,206 5,855 ― ― 45,000 105,791 10

アーセンティア迎賓館 
(千葉県柏市)

同上 直営店 244,586 71,302 6,396 ― ― 55,860 378,145 7

アーフェリーク白金 
(東京都港区)

同上 直営店 7,249 11,633 3,921 ― ― 80,550 103,354 11

アーカンジェル迎賓館 
(栃木県宇都宮市)

同上 直営店 513,404 114,265 12,056 ― ― 44,800 684,526 20

アーカンジェル迎賓館 
(福岡県福岡市南区)

同上 直営店 206,527 70,780 8,480 ― ― 25,000 310,788 13

アーカンジェル迎賓館 
(愛知県名古屋市東区)

同上 直営店 17,004 11,979 3,599 ― ― 47,574 80,158 10

アーカンジェル迎賓館 
(宮城県仙台市青葉区)

同上 直営店 144,660 37,507 6,965 ― 100,231 43,000 332,364 13

アーフェリーク迎賓館 
(福岡県福岡市博多区)

同上 直営店 14,261 8,188 3,724 ― ― 50,964 77,137 13

アーフェリーク迎賓館 
(熊本県熊本市)

同上 直営店 269,570 22,306 3,936 ― ― 18,150 313,964 11

アーセンティア迎賓館 
(宮城県黒川郡富谷町)

同上 直営店 280,638 85,660 13,253 ― 292,506 43,368 715,427 19

アーセンティア迎賓館 
(群馬県高崎市)

同上 直営店 39,216 39,002 9,233 ― 463,790 60,270 611,513 15

アーセンティア迎賓館 
(大阪府大阪市西区)

同上 直営店 260,221 32,826 6,360 ― ― 50,000 349,408 13

アーククラブ迎賓館 
(茨城県水戸市)

同上 直営店 520,662 109,220 12,625 ― ― 39,292 681,801 14

アーククラブ迎賓館 
(広島県広島市西区)

同上 直営店 346,547 94,187 12,675 ― 156,491 36,000 645,901 15

アーククラブ迎賓館 
(新潟県新潟市)

同上 直営店 346,234 111,995 12,689 ― 136,076 50,995 657,992 17

アーククラブ迎賓館 
(福島県郡山市)

同上 直営店 245,383 37,085 9,738 ― ― 30,000 322,207 11

アーヴェリール迎賓館 
(兵庫県姫路市)

同上 直営店 259,558 36,010 8,828 ― ― 43,000 347,397 10

アーヴェリール迎賓館 
(愛知県名古屋市昭和区)

同上 直営店 268,293 26,327 6,154 ― ― 20,084 320,860 12

アーヴェリール迎賓館 
(富山県富山市)

同上 直営店 288,285 52,297 11,431 ― 269,541 18,754 640,310 14

アーククラブ迎賓館 
(石川県金沢市)

同上 直営店 335,681 86,782 13,442 ― 130,345 50,250 616,501 18

アーヴェリール迎賓館 
(埼玉県さいたま市)

同上 直営店 257,032 53,957 9,752 ― ― 35,200 355,943 11

山手迎賓館 
(神奈川県横浜市中区)

同上 直営店 271,991 20,488 10,054 ― ― 50,000 352,534 11

ベイサイド迎賓館 
(神奈川県横浜市西区)

同上 直営店 511,792 73,579 17,499 ― ― 93,226 696,096 22



 
（注）１ 上記の金額には建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 長期貸付金の内容は建設協力金であり、金融商品会計基準に基づく計上額であります。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

 

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円) 従業員数
(名)

建物 構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金 
保証金

合計

ヒルサイドクラブ迎賓館 
(東京都八王子市)

直営店型 
ハウスウ
ェディン
グ 
その他

直営店 87,043 3,132 8,349 ― ― 283,200 381,725 22

アーセンティア迎賓館 
(静岡県浜松市)

同上 直営店 332,996 77,812 21,172 ― 148,337 50,396 630,715 19

アーヴェリール迎賓館 
(岡山県岡山市)

同上 直営店 39,581 14,472 10,090 ― ― 75,000 139,143 20

ベイサイド迎賓館 
(兵庫県神戸市中央区)

同上 直営店 9,263 1,730 4,648 ― ― 36,875 52,517 13

山手迎賓館 
(兵庫県神戸市中央区)

同上 直営店 28,119 ― 7,794 ― ― 50,000 85,914 13

アーセンティア大使館 
(大阪府大阪市中央区)

同上 直営店 15,715 8,002 12,555 ― ― 50,000 86,272 12

ベイサイド迎賓館 
(鹿児島県鹿児島市)

同上 直営店 20,166 10,884 19,688 ― ― 130,000 180,739 17

北山迎賓館 
(京都府京都市左京区)

同上 直営店 25,882 1,787 14,901 ― ― 71,350 113,921 20

アーフェリーク迎賓館 
(大阪府大阪市西区)

同上 直営店 11,925 ― 10,718 ― ― 40,000 62,644 10

ガーデンヒルズ迎賓館 
(埼玉県さいたま市大宮
区)

同上 直営店 20,122 ― 18,836 ― ― 75,000 113,958 20

アーフェリーク迎賓館 
(岐阜県岐阜市)

同上 直営店 12,217 ― 23,066 ― ― 62,200 97,483 24

ベイサイドパーク迎賓館 
(大阪府高石市)

同上 直営店 ― ― 17,265 ― ― 38,400 55,665 28

松涛ギャラリー 
(東京都渋谷区)

同上 直営店 1,371 ― 1,196 ― ― 240,000 242,568 11

アーククラブ迎賓館 
(広島県福山市)

同上 直営店 ― 2,380 11,963 ― ― 40,000 54,343 11

アーフェリーク迎賓館 
(福岡県北九州市小倉北
区)

同上 直営店 ― ― 21,537
107,507
(532.42)

― 37,800 166,845 18

ベイサイドパーク迎賓館 
(千葉県千葉市中央区)

同上 直営店 ― ― 20,976 ― ― 66,429 87,405 17

ベイサイド迎賓館 
(長崎県長崎市)

同上 直営店 723 ― 23,935 ― ― 130,000 154,658 17

ガーデンヒルズ迎賓館 
(長野県長野市)

同上 直営店 244 ― 21,229 ― ― 64,900 86,374 18

名称 数量
リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

備考

建物
アーヴェリール迎賓館 
(岡山)他11店舗

10～15 388,581 5,823,815
所有権移転外 
ファイナンス・リース

工具器具備品
アーカンジェル代官山 
他41店舗

5 295,592 1,327,058
所有権移転外 
ファイナンス・リース

建物
アーカンジェル迎賓館 
(名古屋)他1店舗

9 197,076 1,379,532
オペレーティング・リ
ース

 



３ 【設備の新設、除却等の計画】(平成18年3月31日現在) 

(1) 重要な設備の新設等 

下記設備投資予定金額は、本年度の当社計画による金額を記載しており、情勢に応じて見直しており

ます。 

  

 
（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額には差入敷金保証金を含めております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当する事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の
増加能力 
(席)総額 

(千円)
既支払額
(千円)

アクアガーデンテラス 
（大阪府大阪市中央区）

直営店型ハ
ウスウェデ
ィングその
他

直営店 80,000 70,559 自己資金 平成17年11月 平成18年4月 118

ベイサイド迎賓館 
（愛媛県松山市）

同上 直営店 19,200 19,200 自己資金 平成17年12月 平成18年5月 236

アクアテラス迎賓館 
（神奈川県横浜市港北
区）

同上 直営店 82,500 82,500 自己資金 平成18年2月 平成18年6月 118

アクアガーデン迎賓館 
（静岡県沼津市）

同上 直営店 50,920 ― 自己資金 平成18年2月 平成18年7月 118

ベイサイド迎賓館 
（和歌山県和歌山市）

同上 直営店 65,600 48,000 自己資金 平成18年3月 平成18年8月 236

ガーデンヒルズ迎賓館 
（北海道札幌市中央区）

同上 直営店 24,000 7,000 自己資金 平成18年5月 平成18年8月 118

ガーデンクラブ迎賓館 
（三重県四日市市）

同上 直営店 76,100 52,775 自己資金 平成18年4月 平成18年9月 236

アクラテラス迎賓館 
（滋賀県大津市）

同上 直営店 72,000 ― 自己資金 平成18年6月 平成18年10月 118

ガーデンヒルズ迎賓館 
（大分県大分市）

同上 直営店 20,000 ― 自己資金 平成18年6月 平成18年10月 228

ガーデンヒルズ迎賓館 
（長野県松本市）

同上 直営店 73,000 ― 自己資金 平成18年6月 平成18年12月 236

アーヴェリール迎賓館 
（香川県高松市）

同上 直営店 98,000 ― 自己資金 平成18年8月 平成19年1月 236

ベイサイド迎賓館 
（静岡県静岡市）

同上 直営店 10,000 ― 自己資金 平成18年9月 平成19年1月 118

アクアガーデン迎賓館 
（愛知県岡崎市）

同上 直営店 41,400 ― 自己資金 平成18年9月 平成19年2月 118

コットンハーバークラブ 
（神奈川県横浜市中区）

同上 直営店 89,920 ― 自己資金 平成18年9月 平成19年3月 118



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成18年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使により発 

行された株式数は含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年9月17日の臨時株主総会において決議されたもの
は、次のとおりであります。 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 2,491,200

計 2,491,200

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年6月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 722,700 722,700
東京証券取引所
 （市場第一部）

―

計 722,700 722,700 ― ―

 

事業年度末現在
(平成18年3月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年5月31日)

新株予約権の数 ―個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 9,000株 (注)５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 5,556円 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間
平成15年9月17日から
平成23年9月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   5,556円
資本組入額   2,778円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ ３ ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ ４ 同左



（注）１ 当社が、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行 

使及び旧商法第280条ノ19項第1項に基づく新株引受権行使の場合を含まない)するときは、次の算式によ 

り発行価額及び付与株式数を調整する。この調整により生ずる１円未満の端数及び１株以下の端数はこれ 

を切り上げる。 

 
  

 

２ 取締役又は従業員の地位の喪失 

対象者が死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失 

時に未行使の新株引受権を喪失するものとする。 

３ 新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 

４ その他の権利行使条件の細目は、平成13年9月17日開催の臨時株主総会決議及び平成13年7月16日開催の取 

締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるものとする。

５ 平成16年6月18日付をもって普通株式１株を３株に、平成16年11月19日付をもって普通株式１株を10株に分

割したことにより発行価額は5,556円に調整されております。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割 １：２ 

２ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格 330,000円  引受価額 306,900円  発行価額 238,000円  資本組入額 119,000円 

３ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 29株 500,000円 99株 166,667円  資本組入額 29株 250,000円 99株 83,334円 

４ 有償一般募集 

発行価格 1,738,100円  発行価額 1,628,900円  資本組入額 814,450円 

５ 株式分割 １：３ 

６ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 166,667円  資本組入額 83,334円 

７ 株式分割 １：３ 

８ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 55,556円  資本組入額 27,778円 

９ 株式分割 １：10 

10 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 5,556円  資本組入額 2,778円 

  

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前発行価額

調整後発行価額

 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年8月15日(注)１ 2,960 5,920 ― 359,500 ― 236,800

平成13年12月12日(注)２ 1,000 6,920 119,000 478,500 187,900 424,700

平成15年4月1日～ 
平成16年3月31日(注)３

128 7,048 15,500 494,000 15,500 440,200

平成16年1月28日(注)４ 3,000 10,048 2,443,350 2,937,350 2,443,350 2,883,550

平成16年2月20日(注)５ 13,898 23,946 ― 2,937,350 ― 2,883,550

平成16年4月27日(注)６ 60 24,006 5,000 2,942,350 4,999 2,888,549

平成16年6月18日(注)７ 48,012 72,018 ― 2,942,350 ― 2,888,549

平成16年6月28日(注)８ 225 72,243 6,250 2,948,600 6,250 2,894,799

平成16年11月19日(注)９ 650,187 722,430 ― 2,948,600 ― 2,894,799

平成17年2月7日(注)10 270 722,700 750 2,949,350 750 2,895,550



(4) 【所有者別状況】 

 平成18年3月31日現在 

 
(注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が40株含まれております。 

  

区分

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 28 26 72 137 9 9,756 10,028 ―

所有株式数 
(株)

― 139,290 8,104 53,886 270,217 26 251,177 722,700 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 19.3 1.1 7.5 37.4 0.0 34.7 100.0 ―



(5) 【大株主の状況】 

 平成18年3月31日現在 

 
(注)１ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  49,424株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    38,043株 

野村信託銀行株式会社            13,613株 

  ２ キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー並びにその共同保有者であるキャピタル・インターナシ

ョナル・リミテッド、キャピタル・インターナショナル・インク、キャピタル・インターナショナル・エス・

エイ（報告義務発生日：平成17年12月31日、提出日：平成18年1月11日）、野村證券株式会社並びにその共同保

有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL, Inc.、MAINTRUST 

Kapitalanlagegesellschaft mbH、野村アセットマネジメント株式会社（報告義務発生日：平成18年2月28日、

提出日：平成18年3月15日）、フィデリティ投信株式会社（報告義務発生日：平成18年3月29日、提出日：平成

18年3月30日）、ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケー）リミテッド並びにその共同保

有者であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社、ハイブリッジ・キャピタル・マネジメント・エル

エルシー、ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク（報告義務発生日：平成18年3月29日、提

出日：平成18年4月5日）及びモルガン・スタンレー証券準備株式会社並びにその共同保有者であるモルガン・

スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッド、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・イ

ンターナショナル・リミテッド、エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファイナンス・サービセズⅠ（ケ

イマン）・リミテッド、エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファイナンシング・サービセズ（ルクス）

エス・アー・エール・エル（報告義務発生日：平成18年3月31日、提出日：平成18年4月12日）から当期中に大

量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当事業年

度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野 尻 佳 孝 東京都港区 152,350 21.08

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 49,424 6.83

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込2-28-1 48,000 6.64

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町2-11-3 38,043 5.26

ザチュースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドンエスエルオムニバ
スアカウント
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
 
(東京都中央区日本橋兜町6-7)

20,673 2.86

リーマンブラザーズ 
インターナショナルヨーロッパ
(常任代理人 リーマン・ブラザー
ズ証券会社東京支店)

25 BANK STREET LONDON E14 5LE
ENGLAND 
 
(東京都港区六本木6-10-1)

14,158 1.95

ビービーエイチフォー 
フィデリティージャパン 
スモールカンパニーファンド
(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)

40 WATER STREET, BOSTON
MA 02109 U.S.A 
 
(東京都千代田区丸の内2-7-1)

13,667 1.89

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区2-2-2 13,613 1.88

ジェイピーエムシービー 
オムニバスユーエスペンション 
トリーティージャスデック380052 
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室)

270 PARK AVENUE, NEW YORK,
NY 10017, U.S.A 
 
(東京都中央区日本橋兜町6-7)

12,232 1.69

バンクオブニューヨーク 
ジーシーエムクライアント 
アカウンツイーアイエスジー
(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
 
(東京都千代田区丸の内2-7-1)

12,199 1.68

計 ― 374,359 51.80

発行済株式 



 
  

氏名又は名称 住所 所有株式数
(株)

総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

キャピタル・ガーディアン・トラ 
スト・カンパニー

アメリカ合衆国カリフォルニア州、
ロスアンジェルス、サンタ・モニカ通り 
11100、15階

18,200 2.52

キャピタル・インターナショナル 
リミテッド

英国WC2E 9HN、ロンドン、ベッドフォード
・ストリート25

26,300 3.64

キャピタル・インターナショナル 
・インク

アメリカ合衆国カリフォルニア州90025、
ロスアンジェルス、サンタ・モニカ通り 
11100、15階

23,900 3.32

キャピタル・インターナショナル 
・エス・エイ

スイス国、ジュネーブ1201、プラス・デ・
ベルグ3

540 0.07

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 34 0.00

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House 1,St.Martin’s-le Grand
London EC1A 4NP,England

23,907 3.31

NOMURA SECURITIES 
INTERNATIONAL, Inc.

2 World Financial Center, Building B
New York, N.Y. 10281-1198

6,500 0.90

MAINTRUST 
Kapitalanlagegesellschaft mbH

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt  am
Main,F.R.Germany

215 0.03

野村アセットマネジメント 
株式会社

東京都中央区日本橋1-12-1 9,157 1.27

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門4-3-1 74,424 10.30

ジェー・ピー・モルガン・フレミ 
ング・アセット・マネジメント 
(ユーケー)リミテッド

英国 EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・
ウォール 125

27,151 3.76

JPモルガン・アセット・マネジメ 
ント株式会社

東京都千代田区丸の内2-7-3 76,106 10.53

ハイブリッジ・キャピタル・マネ 
ジメント・エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10019 
ニューヨーク ウェスト57ストリート  
9、27階

750 0.10

ジェー・ピー・モルガン・ホワイ 
トフライヤーズ・インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10017
ニューヨーク パーク・アベニュー 270

638 0.09

モルガン・スタンレー証券準備 
株式会社

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 128 0.02

モルガン・スタンレー・アンド・ 
カンパニー・インコーポレーテッ 
ド

1585 Broadway, New York,NY 10036 20,901 2.89

モルガン・スタンレー・アンド・ 
カンパニー・インターナショナル 
・リミテッド

25 Cabot Square Canary WharfLondon E14
4QA U.K.

11,067 1.53

エムエスディーダブリュ・エクイ 
ティー・ファイナンス・サービセ 
ズI（ケイマン）・リミテッド

ｃ/o M＆C Corporate ServicesLimited
P.O. Box 309GT UglandHouse, South 
Church StreetGeorge Town, Grand Cayman

2,500 0.35

エムエスディーダブリュ・エクイ 
ティー・ファイナンシング・サー 
ビセズ（ルクス）エス・アー・エ 
ール・エル

8-10 Rue Mathias Hardt, L-1717
Luxembourg

7,079 0.98



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成18年3月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が40株（議決権の数40個） 

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 平成18年3月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して付与する

ことを、平成13年9月17日の臨時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 
  

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 722,700 722,700 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 722,700 ― ―

総株主の議決権 ― 722,700 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

決議年月日 平成13年9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役2名及び当社従業員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

 



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題として認識しております。そのため当社は企業発展のため

の利益確保に努め、継続的な成長を目指すとともに株主の皆様に対して適正かつ安定的に利益配分を行う

ことを基本方針としております。 

当社は今後、従来のハウスウェディング事業に加え、結婚を軸とした事業展開を実施することでさらな

る成長を遂げることを目指しております。そのため、利益の多くは中長期的な成長へ繋げるための内部留

保として確保し、新規事業等企業規模拡大のための原資として有効活用するとともに業績向上、財務体質

の強化を図り、株主の皆様の期待に応えるよう努めてまいります。 

当社は継続的に利益配分を行う方針としておりますが、具体的な金額及び内容等につきましては各期に

おいてフリーキャッシュフローが十分黒字化することを見込めた段階で決定してまいります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、平成16年2月15日以前は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけ 

るものであり、平成16年2月16日以降平成18年2月28日以前は東京証券取引所市場第二部、平成18年3月1日以降

は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、平成18年2月28日以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成18年3月1日以降は東京 

証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

最高(円) 1,380,000 1,300,000 5,350,000 3,960,000 225,000

最低(円) 670,000 800,000 991,000 88,700 102,000

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年1月 2月 3月

最高(円) 168,000 176,000 218,000 225,000 217,000 194,000

最低(円) 124,000 156,000 171,000 161,000 161,000 162,000



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 ― 野 尻 佳 孝 昭和47年6月4日生

平成7年4月 住友海上火災保険株式会社(現 三

井住友海上火災保険株式会社)入

社

152,350

平成10年5月 株式会社プラン・ドゥ・シー入社

平成10年10月 当社設立 代表取締役(現任)

平成17年5月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ代表取締役（現任）

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル代表取

締役（現任）

平成17年7月 株式会社総合生活代表取締役（現

任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

代表取締役（現任）

平成18年3月 株式会社T&G Beauty代表取締役

(現任）

取締役
営業統括 
本部長

美濃部 哲也 昭和44年7月12日生

平成5年4月 株式会社電通入社

157

平成12年5月 株式会社サイバーエージェント 

入社 同社執行役員

平成12年7月 同社常務取締役

平成15年3月 当社入社 営業統括本部長(現任)

平成16年6月 当社取締役(現任)

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル取締役

（現任）

平成17年7月 株式会社総合生活取締役（現任）

平成17年8月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ取締役（現任）

平成17年9月 株式会社グッドラック・コーポレ

ーション取締役（現任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

取締役（現任）

平成18年3月 株式会社T&G  Beauty取締役(現

任）

取締役 人事部長 桐 山 大 介 昭和38年5月16日生

昭和62年4月 日本軽金属株式会社入社

―

平成10年10月 日本エス・エイチ・エル株式会社

入社

平成11年10月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社入社

平成12年6月 同社執行役員人事グループリーダ

ー

平成15年12月 ローム株式会社入社

平成16年3月 当社入社 人事部長(現任)

平成17年6月 当社取締役(現任)

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル監査役

（現任）

平成17年7月 株式会社総合生活監査役（現任）

平成17年8月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ監査役（現任）

平成18年3月 株式会社T&G  Beauty取締役(現

任）



 
(注) １ 監査役二宮功、窪川秀一、佐々木公明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 監査役の前田健治氏は、平成18年6月16日に逝去されました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 管理部長 林  秀 樹 昭和42年6月8日生

平成4年4月 株式会社類設計室入社

―

平成5年8月 同社取締役

平成10年1月 エルグ（現 イーソル）株式会社

入社

平成10年11月 同社総務部経理課長

平成12年10月 同社管理部長兼管理部経理課長

平成13年4月 同社管理部長

平成15年3月 株式会社スィンク入社

平成15年6月 同社経営企画室長

平成15年12月 当社入社

平成17年4月 当社管理部長（現任）

平成18年3月 株式会社T&G  Beauty監査役(現

任）

平成18年6月 当社取締役（現任）

監査役 
(常勤)

― 二 宮  功 昭和14年3月1日生

昭和36年4月 日興證券株式会社(現 日興コーデ

ィアル証券株式会社)入社

20

平成3年6月 同社取締役

平成6年6月 東京証券株式会社(現 東海東京証

券株式会社)常務取締役

平成8年3月 同社専務取締役

平成12年3月 同社代表取締役副社長

平成15年2月 株式会社グローバルパテントマネ

ジメント代表取締役社長

平成16年6月 当社監査役(現任)

監査役 
(非常勤)

― 窪 川 秀 一 昭和28年2月20日生

昭和51年10月 監査法人中央会計事務所(現 中央

青山監査法人)入所

―

昭和61年7月 窪川公認会計士事務所(現 窪川パ

ートナー会計事務所)開業

平成元年2月 ソフトバンク株式会社監査役(現

任) 

平成7年2月 パソナソフトバンク株式会社(現

株式会社フジスタッフ)監査役(現

任) 

平成12年3月 株式会社デジタルアーツ監査役

(現任)

平成15年5月 株式会社カスミ監査役(現任)

平成16年6月 当社監査役(現任)

監査役 
(非常勤)

― 佐々木 公明 昭和41年3月15日生

平成7年4月 弁護士登録(東京弁護士会)

―

平成11年8月 東京銀座法律事務所パートナー弁

護士

平成15年5月 アムレック法律会計事務所(現 霞

ヶ関法律会計事務所)パートナー

弁護士(現任) 

平成16年6月 当社監査役(現任)

計 152,527



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、今後も企業としてさらなる成長を目指し、企業価値を拡大していくため、「継続的に、バラン

スよく高成長を達成する企業」となることを目標としております。そのためには、コーポレート・ガバナ

ンスの強化が不可欠であり、企業の透明性を確保しながら、限りある経営資源を効率よく分配できる体制

を確立することが重要であると考えております。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況とその取り組み状況は以下のとおりであります。 

  

① 監査役を中心とした監査機能の充実 

当社は経営者をはじめとして、社員が若く顧客に近い世代であるため、顧客ニーズをいち早く汲み取

り、サービスに生かすことができることを最大の強みとしており、経営の意思決定を迅速に行う体制を

整えております。今後企業としてさらなる成長を遂げていくためには、経営に関するスピーディーな意

思決定を行う体制を維持し、同時に経営陣に対するチェック機能を強化することが大変重要であると認

識しております。そのため、当社は提出日現在、常勤監査役を含め3名の体制を有しておりますが、今後

監査機能の充実を図るため、随時増員を行うことを検討しております。 

  

② 業務執行・内部統制体制 

当社は業務の執行におきましては各部門の役割分担を明確にし、指揮命令系統を統一することで事業

環境の変化に対して迅速に対応を行える体制を確立しております。また、社外監査役を3名選任すること

で、経営に対する公平性、透明性の確保を図っております。なお、当社と社外監査役との利害関係はあ

りません。 

監査役は、取締役会に出席し、意見を述べるとともに、定期的に代表取締役社長と意見交換の場を設

けております。また、平成16年10月より代表取締役社長の直轄機関として内部監査室（平成18年3月末現

在2名）を設置し、監査役と連携を密にすることで、内部牽制機能の向上を図っております。 

  
 

  



＜業務執行状況の概要＞ 

ａ 当社は監査役制度を採用しております。 

ｂ 定例の取締役会は、毎月1回開催し、原則として全取締役及び全監査役が出席して、経営の意思決

定・監査機能の強化を図っております。なお、必要に応じて臨時の取締役会を開催しております。

ｃ 定例の監査役会は、毎月1回開催し、取締役の職務執行等を厳格に監査しております。また、必要

に応じて臨時の監査役会を開催しております。 

ｄ 代表取締役社長の直轄に内部監査室を設置し、内部監査を行っております。 

ｅ 会計監査に関しては、商法監査と証券取引法監査についてあずさ監査法人と監査契約を締結し、適

法かつ適正な事業運営のための助言及び指導を受けております。当事業年度において、当社の会計

監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、次のとおりであ

ります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

小田哲生（あずさ監査法人）、柏嵜周弘（あずさ監査法人） 

（注）継続監査年数については、7年以内であるため記載を省略しています。 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 4名、会計士補 3名、その他 2名 

ｆ 当社は、法律問題に関しては、顧問弁護士から適法かつ適切な助言及び指導を受けております。 

  

③ ディスクロージャーへの積極的な取り組み 

当社は、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを行うことが必要と考え、専任の

担当者を設置し、法令等に基づく開示や、会社説明会の開催、機関投資家やアナリストとの個別ミーテ

ィングの実施、ウェブを活用したＩＲ情報の積極的な配信等により、当社の現状のみならず、今後の事

業戦略についても迅速かつ正確なディスクロージャーの充実に努めております。 

  

④ 役員報酬の内容 

取締役の報酬及び監査役の報酬は、平成12年6月26日開催の第2期定時株主総会で決議された限度額、

取締役5億円以内（年額）、監査役1億円以内（年額）と定めております。当事業年度において取締役に

支払われた報酬の総額は88百万円、監査役に支払われた報酬の総額は9百万円であります。 

  

⑤ 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 13百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

⑥ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

概要 

当社と社外監査役との間には、特記すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第2項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前事業年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日ま

で)並びに当事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人に

より監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりでありま

す。 

①資産基準      2.3％ 

 ②売上高基準     0.3％ 

 ③利益基準      2.2％ 

 ④利益剰余金基準   1.1％ 

 ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
        

 
  

  

  

        

前事業年度
(平成17年3月31日)

当事業年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,821,725 2,877,181

 ２ 売掛金 56,356 40,210

 ３ 商品 15,997 53,733

 ４ 貯蔵品 6,661 38,285

 ５ 前払費用 225,513 366,691

 ６ 繰延税金資産 235,242 128,064

 ７ その他 116,362 114,769

 ８ 貸倒引当金 △4,133 △7,344

   流動資産合計 4,473,725 26.0 3,611,591 18.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 6,536,725 7,156,604

    減価償却累計額 367,494 6,169,231 638,120 6,518,483

  (2) 構築物 1,282,112 1,676,981

    減価償却累計額 177,207 1,104,905 329,301 1,347,680

  (3) 車両運搬具 11,685 11,685

    減価償却累計額 8,606 3,079 9,700 1,985

  (4) 工具器具備品 577,881 972,271

    減価償却累計額 221,648 356,233 433,598 538,672

  (5) 土地 107,507 107,507

  (6) 建設仮勘定 95,561 16,072

   有形固定資産合計 7,836,517 45.6 8,530,401 44.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 103,430 84,988

  (2) その他 19,347 17,955

   無形固定資産合計 122,777 0.7 102,944 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 208,729 782,878

  (2) 関係会社株式 ― 91,100

  (3) 出資金 5,610 5,610

  (4) 長期貸付金 1,800,240 1,697,321

  (5) 長期前払費用 352,812 411,396

  (6) 繰延税金資産 43,314 57,222

  (7) 差入敷金保証金 2,296,528 3,922,132

  (8) その他 45,507 ―

   投資その他の資産合計 4,752,743 27.7 6,967,661 36.3

   固定資産合計 12,712,038 74.0 15,601,007 81.2

   資産合計 17,185,764 100.0 19,212,598 100.0

 



 
  

前事業年度
(平成17年3月31日)

当事業年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,308,780 1,852,659

 ２ １年以内返済予定長期借 
   入金

※１ 1,595,066 1,346,666

 ３ １年以内償還予定社債 200,000 ―

 ４ 未払金 714,641 1,133,628

 ５ 未払費用 10,273 5,326

 ６ 未払法人税等 1,379,474 1,277,507

 ７ 未払消費税等 159,851 308,335

 ８ 前受金 1,120,752 1,012,203

 ９ 預り金 53,454 73,470

 10 その他 341 449

   流動負債合計 6,542,637 38.1 7,010,248 36.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 1,680,000 333,333

 ２ その他 3,500 3,500

   固定負債合計 1,683,500 9.8 336,833 1.7

   負債合計 8,226,137 47.9 7,347,081 38.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 2,949,350 17.2 2,949,350 15.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,895,550 2,895,550

   資本剰余金合計 2,895,550 16.8 2,895,550 15.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 419 419 314 314

 ２ 当期未処分利益 3,114,306 6,020,301

   利益剰余金合計 3,114,726 18.1 6,020,616 31.3

   資本合計 8,959,626 52.1 11,865,516 61.8

   負債資本合計 17,185,764 100.0 19,212,598 100.0



② 【損益計算書】 

                

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月１日
 至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 21,830,109 100.0 33,962,742 100.0

Ⅱ 売上原価 9,741,162 44.6 15,345,004 45.2

   売上総利益 12,088,947 55.4 18,617,738 54.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 1,847,616 2,511,281

 ２ 役員報酬 75,700 98,100

 ３ 給与手当 1,922,434 2,862,868

 ４ 福利厚生費 248,723 455,861

 ５ 地代家賃 1,698,443 3,090,100

 ６ 消耗品費 210,669 230,622

 ７ 減価償却費 549,017 724,770

 ８ 支払手数料 621,937 878,587

 ９ その他 1,460,140 8,634,683 39.6 2,783,894 13,636,086 40.1

   営業利益 3,454,263 15.8 4,981,651 14.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 19,280 21,482

 ２ 受取配当金 3 3

 ３ 匿名組合収益 109,841 152,731

 ４ 受取賃貸料 5,410 22,019

 ５ 保険手数料 304 ―

 ６ 書籍販売収入 371 ―

 ７ その他 3,274 138,486 0.6 7,936 204,172 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 52,380 30,666

 ２ 社債利息 1,889 465

 ３ 新株発行費償却 25,357 ―

 ４ その他 11,571 91,199 0.4 1,329 32,461 0.1

   経常利益 3,501,551 16.0 5,153,363 15.2

Ⅵ 特別損失

 １ リース解約費用 ― 77,076

 ２ 提携店舗閉鎖関連費用 ― 17,126

 ３ 固定資産除却損 ※ 2,491 2,491 0.0 ― 94,203 0.3

   税引前当期純利益 3,499,059 16.0 5,059,160 14.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,646,000 2,060,000

   法人税等調整額 △196,529 1,449,471 6.6 93,270 2,153,270 6.3

   当期純利益 2,049,588 9.4 2,905,890 8.6

   前期繰越利益 1,064,718 3,114,411

   当期未処分利益 3,114,306 6,020,301



売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ｉ 商品原価

  １ 料飲材料費 5,057,609 5,057,609 51.9 8,297,112 8,297,112 54.1

Ⅱ 経費

  １ 業務委託費 4,683,552 4,683,552 48.1 7,047,891 7,047,891 45.9

売上原価合計 9,741,162 100.0 15,345,004 100.0



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
    

 

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 3,499,059 5,059,160

 ２ 減価償却費 549,017 724,770

 ３ 受取利息及び受取配当金 △19,283 △21,485

 ４ 支払利息 54,270 31,131

 ５ 固定資産除却損 2,491 ―

 ６ 売上債権の増減額 613,084 △92,402

 ７ 仕入債務の増加額 661,612 543,878

 ８ 前払費用の増加額 △90,678 △141,191

 ９ 未払金の増加額 274,127 384,719

 10 その他 51,227 △39,594

    小計 5,594,929 6,448,986

 11 利息及び配当金の受取額 14,793 19,112

 12 利息の支払額 △54,802 △36,066

 13 法人税等の支払額 △817,676 △2,154,190

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,737,243 4,277,841

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △18,009 △4,505

 ２ 定期預金の満期による収入 ― 50,010

 ３ 貸付による支出 △489,790 △70,000

 ４ 貸付金の回収による収入 76,999 164,946

 ５ 有形固定資産の取得による支出 △3,344,062 △1,324,545

 ６ 投資有価証券の取得による支出 ― △437,000

 ７ 関係会社株式の取得による支出 ― △91,100

 ８ ソフトウェアの取得による支出 △23,082 △4,120

 ９ 敷金保証金の差入による支出 △1,018,129 △1,770,773

 10 敷金保証金の返還による収入 44,845 145,168

 11 長期前払費用の増加による支出 △135,144 △100,987

 12 その他 △647 15,583

   投資活動によるキャッシュ・フロー △4,907,022 △3,427,322

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △1,433,973 △1,595,066

 ２ 社債の償還による支出 △300,000 △200,000

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,733,973 △1,795,066

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,903,751 △944,547

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,685,461 3,781,709

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,781,709 2,837,161



④ 【利益処分計算書】 

        

 
  

前事業年度
(平成17年6月28日)

当事業年度 
(平成18年6月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,114,306 6,020,301

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 104 104 104 104

合計 3,114,411 6,020,406

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 ― ― 361,350 361,350

Ⅳ 次期繰越利益 3,114,411 5,659,056

（注）日付は、株主総会承認日であります。



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)  ――――――――――――

   

(2) その他有価証券

 時価のないもの

  総平均法による原価法

  なお、匿名組合出資金について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

（表示方法の変更）

  「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年6月9日に公布され、平成16年

12月1日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年2月15日付で改正されたこと

に伴い、当事業年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第2条第2項によ

り有価証券とみなされるもの）を投

資有価証券として表示する方法に変

更しました。

  なお、当事業年度の投資有価証券

に含まれる当該出資の額は、

208,729千円であります。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

 時価のないもの

  総平均法による原価法

  なお、匿名組合出資金について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品 

  婚礼付帯商品 

   個別法による原価法 

  料飲商品 

   移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法

(1) 商品

  婚礼付帯商品

        同 左  

  料飲商品  

       同 左   

(2) 貯蔵品

       同 左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。ただ

し、建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物          3～41年

  構築物        10～45年

  車両運搬具及び工具器具備品

              2～15年

  また、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、3年間均等償却によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

       同 左

  



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

３ 固定資産の減価償却の

方法

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。ただ

し、ソフトウェアに関しましては、

社内における見込利用可能期間(5年)

による定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同 左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっております。

  なお、主な償却期間は2年から20年

であります。

(3) 長期前払費用

       同 左

  

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費

 発生時に全額費用として処理してお

ります。

  ―――――――――――――

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ａ 一般債権

  貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

  財務内容評価法によっておりま

す。

貸倒引当金

同 左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同 左

７ キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同 左

８ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同 左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日)

   ―――――――――――――――――――  固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はありません。

前事業年度
(自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日)

   ――――――――――――――――――― （損益計算書） 

  前事業年度までは独立科目で掲記していた保険手 

 数料（当事業年度259千円）、書籍販売収入（当事  

 業年度313千円）は、営業外収益の総額の100分の10 

 以下であるため、営業外収益の「その他」に含めて 

 表示することに変更しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(損益計算書関係) 

  

 
  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 247,985千円

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期借入金 217,500千円

長期借入金 81,250

合計 298,750

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 244,586千円

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期借入金 81,250千円

２   ――――――――――――――― ２ 関係会社㈱グッドラック・コーポレーションの 

 不動産賃貸借契約に係る保証債務     

                 502,846千円 

 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

 授権株式数    普通株式 2,491,200株

 発行済株式総数  普通株式 722,700株
 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数    普通株式 2,491,200株

発行済株式総数  普通株式 722,700株

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

 

※ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 146千円

工具器具備品 2,344

合計 2,491

   ―――――――――――――――――――    

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に 

  掲記されている科目の金額との関係

(平成17年3月31日)

現金及び預金勘定 3,821,725千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △40,016

現金及び現金同等物 3,781,709
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に 

  掲記されている科目の金額との関係

(平成18年3月31日)

現金及び預金勘定 2,877,181千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △40,019

現金及び現金同等物 2,837,161



(リース取引関係) 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

建物 1,210,000 17,625 1,192,375

工具器具 
備品

894,274 211,877 682,396

合計 2,104,274 229,502 1,874,771

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

建物 6,112,016 369,859 5,742,157

工具器具
備品

1,759,647 434,179 1,325,467

合計 7,871,664 804,039 7,067,625

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 247,841千円

１年超 1,636,840

合計 1,884,681
  

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 684,174千円

１年超 6,466,698

合計 7,150,873

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 167,684千円

減価償却費相当額 148,164

支払利息相当額 23,851

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 823,817千円

減価償却費相当額 541,157

支払利息相当額 321,074

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,076千円

１年超 1,379,532

合計 1,576,608
  

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,076千円

１年超 1,182,456

合計 1,379,532



(有価証券関係) 

１ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(退職給付関係) 

  

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

該当事項はありません。 

  

 

区分

前事業年度
(平成17年3月31日)

当事業年度 
(平成18年3月31日)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額 
(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  ① 子会社株式 ― 86,100

  ② 関連会社株式 ―  5,000

(2) その他有価証券

  ① 匿名組合出資金 208,729 758,878

  ② 非上場株式 ― 24,000



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 

  

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため記載を省略しております。 

  

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内

訳

  繰延税金資産

   前受金否認 114,949千円

   未払事業税否認 106,459

   借地権償却否認 43,123

   長期前払費用償却否認 9,784

   未払事業所税否認 6,094

その他 8,210

  繰延税金資産合計 288,621

  繰延税金負債

   長期貸付金利息否認 9,848

   その他 216

  繰延税金負債合計 10,065

  繰延税金資産の純額 278,556

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内

訳

 繰延税金資産

  前受金否認 6,103千円

  未払事業税否認 98,229

  借地権償却否認 62,875

  長期前払費用償却否認 11,907

  未払事業所税否認 11,463

その他 13,286

 繰延税金資産合計 203,865

 繰延税金負債

  長期貸付金利息否認 18,434

  その他 144

 繰延税金負債合計 18,578

 繰延税金資産の純額 185,286

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため、注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった項目別の内訳

       同 左              



【関連当事者との取引】 

  

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

 役員及び個人主要株主等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 株式の譲受につきましては第三者の株価評価算定を参考にして価格決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 野尻佳孝  ―   ― 
当社代表取
締役

被所有直接
21.08％

― ― 株式の譲受 10,000
関係会社
株式

10,000



(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

１株当たり純資産額 12,397.44円 １株当たり純資産額 16,418.32円

１株当たり当期純利益 2,839.56円 １株当たり当期純利益 4,020.88円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2,802.82円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 3,973.26円

 当社は、平成16年6月18日付で株式１株につき３株

の株式分割を、平成16年11月19日付で株式１株につき

10株の株式分割を行っております。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、以下のとおりとなりま

す。

  

 

 

 

 

前事業年度

１株当たり純資産額 9,585.51円

１株当たり当期純利益 1,054.45円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

1,030.64円

 

項目
前事業年度

(自 平成16年4月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

１株当たり当期純利益

１ 普通株式に係る当期純利益

(1) 損益計算書上の当期純利益(千円) 2,049,588 2,905,890

(2) 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

差引：普通株式に係る当期純利益(千円) 2,049,588 2,905,890

２ 普通株式の期中平均株式数(株) 721,799 722,700

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

１ 当期純利益調整額(千円) ― ―

２ 普通株式増加数の主要な内訳(株) 
   新株予約権

9,460 8,661

     普通株式増加数(株) 9,460 8,661

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

― ―



(重要な後発事象) 

  

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

該当事項はありません。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

【その他】 
  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

      建    物 ・・・ 店舗外壁等補修工事（28店舗分）           499,398千円 

      構   築   物 ・・・ 店舗植栽・芝補修工事及び電飾追加工事（30店舗分）  392,398千円 

      工具器具備品 ・・・ 当期開業店舗備品等（13店舗分）           248,035千円 

      建設仮勘定 ・・・ 当期開業店舗建設費                  312,282千円 

               店舗補修工事                     720,892千円       

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

  

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券 株式会社フォーシスアンドカンパニー 60 24,000

計 60 24,000

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

（投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資）

有限会社ＴＧＮ ― 292,736

有限会社ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ ― 466,141

計 ― 758,878

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 6,536,725 619,879 ― 7,156,604 638,120 270,626 6,518,483

 構築物 1,282,112 394,868 ― 1,676,981 329,301 152,093 1,347,680

 車両運搬具 11,685 ― ― 11,685 9,700 1,094 1,985

 工具器具備品 577,881 423,554 29,164 972,271 433,598 241,063 538,672

 土地 107,507 ― ― 107,507 ― ― 107,507

 建設仮勘定 95,561 1,248,549 1,328,038 16,072 ― ― 16,072

有形固定資産計 8,611,474 2,686,852 1,328,089 9,941,123 1,410,721 664,878 8,530,401

無形固定資産

 ソフトウェア ― ― ― 116,749 31,761 22,561 84,988

 その他 ― ― ― 20,869 2,913 1,391 17,955

無形固定資産計 ― ― ― 137,619 34,674 23,953 102,944

長期前払費用 414,379 100,987 2,550 512,815 101,419 42,403 411,396



【社債明細表】 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の決算日後5年内における1年ごとの返済予定額の総額は以下

のとおりであります。 

  

 
  

銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

第２回無担保社債 平成14年9月25日 50,000 ― 0.390 無担保 平成17年9月22日

第３回無担保社債 平成14年9月30日 100,000 ― 0.350 無担保 平成17年9月30日

第４回無担保社債 平成14年10月25日 50,000 ― 0.700 無担保 平成17年10月25日

合計 ― 200,000 ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

1年以内に返済予定の長期借入金 1,595,066 1,346,666 1.2 ―

長期借入金(1年以内に返済予定の
ものを除く)

1,680,000 333,333 1.2 平成19年6月29日

合計 3,275,066 1,680,000 ― ―

1年超2年以内 
(千円)

2年超3年以内
(千円)

3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内 
(千円)

333,333 ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 任意積立金の減少額104千円は、前期利益処分における租税特別措置法の規定に基づく取崩額であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、貸倒懸念債権の洗替額及び一般債権の貸倒実績率による洗

替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 2,949,350 ― ― 2,949,350

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) ( 722,700) (    ―) (    ―) ( 722,700)

普通株式 (千円) 2,949,350 ― ― 2,949,350

計 (株) ( 722,700) (    ―) (    ―) ( 722,700)

計 (千円) 2,949,350 ― ― 2,949,350

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (千円) 2,895,550 ― ― 2,895,550

計 (千円) 2,895,550 ― ― 2,895,550

利益準備金及び 
任意積立金

(任意積立金)

特別償却準備金(注) (千円) 419 ― 104 314

計 (千円) 419 ― 104 314

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 4,133 7,344 ― 4,133 7,344

 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 

売掛金滞留状況 

  

 

区分 金額(千円)

現金 8,745

預金の種類

普通預金 2,818,407

定期預金 50,028

小計 2,868,435

合計 2,877,181

相手先 金額(千円)

個人 Ａ 5,947

個人 Ｂ 4,591

株式会社 アルティコムルジャパン 3,491

株式会社 イージーカンパニー 3,291

個人 Ｃ 2,666

その他244件 20,222

合計 40,210

 

期首残高 
(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 
 
(Ｃ)

当期末残高
(千円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

56,356 5,519,664 5,535,810 40,210 99.3 3.2

 



ハ 商品 
  

 

  

ニ 貯蔵品 

  

 
  

ホ 長期貸付金 

  

 
(注) １ 内容は全て返還の伴う建設協力金であり、金融商品会計基準に基づく長期貸付金計上額であります。 

２ アーセンティア迎賓館（高崎） 

３ アーカンジェル迎賓館（仙台）及びアーセンティア迎賓館（仙台） 

４ アーヴェリール迎賓館（富山） 

５ アーククラブ迎賓館（新潟）及びアーククラブ迎賓館（金沢） 

６ アーククラブ迎賓館（広島） 

７ アーセンティア迎賓館（浜松） 

  

区分 金額(千円)

引出物 3,959

紙袋 8,933

食材類 23,598

ドリンク類 16,330

写真・アルバム・ビデオ等 912

合計 53,733

区分 金額(千円)

接客用パンフレット類 38,285

合計 38,285

相手先 金額(千円)

北関東秩父コンクリート 株式会社 (注)２ 463,790

山口ビル 株式会社 (注)３ 392,738

チューゲキ 株式会社 (注)４ 269,541

ダイワロイヤル 株式会社 (注)５ 266,421

524マネジメント 株式会社 (注)６ 156,491

日本形染 株式会社 (注)７ 148,337

合計 1,697,321



ヘ 差入敷金保証金 
  

 
(注) １ アーヴェリース迎賓館（岡山）他 

２ ヒルサイドクラブ迎賓館（八王子） 

３ ガーデンヒルズ迎賓館（大宮）他 

４ ベイサイド迎賓館（鹿児島） 

５ 松涛ギャラリー 

６ 興和不動産 株式会社 他 

  

相手先 金額(千円)

東京リース 株式会社 (注)１ 663,719

ダイヤモンドリース 株式会社 (注)２ 323,200

芙蓉総合リース 株式会社 (注)３ 288,050

オリックス・アルファ 株式会社 (注)４ 271,584

株式会社 東急百貨店 (注)５ 240,000

その他 (注)６ 2,135,579

合計 3,922,132



ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
(注) １ 婚礼写真 

２ 配膳業務委託費 

３ 婚礼衣裳 

４ 婚礼ヘアメイク 

５ 婚礼衣裳 

６ 株式会社 山田屋 他 

  

ロ 未払金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

ケーアールケープロデュース 株式会社 (注)１ 200,878

株式会社 渋谷ローヤル (注)２ 181,468

茂木商事 株式会社 (注)３ 103,548

株式会社 長沼 (注)４ 86,791

株式会社 フォーシスアンドカンパニー (注)５ 70,906

その他555件 (注)６ 1,209,065

合計 1,852,659

相手先 金額(千円)

株式会社 アークネットワーク 442,279

株式会社 メディアハウス 122,032

大洋印刷 株式会社 41,001

港社会保険事務所 36,954

株式会社 パラゴン 28,360

その他372件 462,999

計 1,133,628



ロ 前受金 

  

 
(注) １ 翌期開業直営店舗に係る専属購買契約協賛金 

２ 挙式・披露宴代金 

３ 挙式・披露宴代金及び申込み手付金 

  

ハ 未払法人税等 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社 長沼 (注)１ 10,000

個人 Ａ  (注)２ 6,846

個人 Ｂ (注)２ 6,122

個人 Ｃ  (注)２ 6,116

個人 Ｄ (注)２ 5,992

その他 (注)３ 977,126

合計 1,012,203

区分 金額(千円)

未払法人税 811,592

未払住民税 224,506

未払事業税 241,409

合計 1,277,507



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

  

決算期 3月31日

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

株券の種類 1株券、10株券、100株券

中間配当基準日 9月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円

  株券登録料 １枚につき  500円

端数の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.tgn.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第７期(自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日)平成17年6月29日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第８期中(自 平成17年4月１日 至 平成17年9月30日)平成17年12月20日関東財務局長に 

提出 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成18年2月10日関東財務局長に提出 

事業年度 第７期(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書で 

あります。  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年6月29日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第７期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年6月29日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第８期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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